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届出統計 

神戸市２号

 

  第１１回 神戸市内景況・雇用動向調査票 （平成 22 年 7月調査）  
 

神戸市産業振興局

（はじめに）この調査は、貴社の景況や雇用動向等がどのように変化しているかを、四半期ごとに把握す

ることを目的としています。おたずねする各四半期の状況については、直前の期と比較してどう変化した

かをご回答ください。 
 

Ⅰ.景況雇用動向についておたずねします。 

問１．該当する箇所に○印をご記入ください。 
 平成 22 年 1～3月期 

（実 績） 

平成 22 年 4～6月期 

（実 績） 

平成 22 年 7～9月期 

（予 想） 

平成 22 年 10～12 月期

（予 想） 

(1)市内の景気 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降

(2)自社業況(※季節変動を

含めずにご回答ください。) 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降

(3)生産・売上 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少

 
 (3)｢生産･売上」で 

1 か 3 を回答の方へ 

  

(3-1)増加・減少の要因 

（○はいくつでも） 

1．一般的需要要因 2．季節的需要要因 3．在庫調整要因 4．生産能力要因 

5．その他（                             ） 

(4)経常利益 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少

 
 (4)「経常利益」で 

1 か 3 を回答の方へ 

  

(4-1)増加・減少の要因 

（○はいくつでも） 

1．販売数量要因 

5．金融費用要因 

2．販売価格要因 

6．その他（ 

3．人件費要因 4．原材料費要因 

  ） 

(5)製品・商品在庫量（※） 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少

(6)仕入れ単価    （※） 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降

(7)製品・加工単価、販売単価 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降

(8)生産設備（※製造業の方のみ） 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少

(9)設備投資 1 した   2 していない 1した  2 していない 1する   2 予定なし 1 する   2 予定なし

 
 (9)「設備投資」で 

1 したと回答の方へ 

  

(9-1)投資目的 1．受注需要増対応 

5．公害・安全対策 

2．合理化・省力化 

6．労働環境改善 

3．研究開発 

7．その他（  

4．維持・補修 

        ） （○はいくつでも） 

(10)資金繰り 1改善 2不変 3悪化 1改善 2不変 3悪化 1改善 2不変 3悪化 1改善 2不変 3悪化

(11)雇用人員 1過大 2適正 3不足 1過大 2適正 3不足 1過大 2適正 3不足 1過大 2適正 3不足

(12)所定外労働時間 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少

（※）製品・商品を持たない業種の場合は、未記入でお願いします。 

                    裏面もご記入ください。 

㊙
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Ⅱ．インターネットなど、ＩＣＴ（情報通信技術）の利用状況についておたずねします。 

問２．ＩＣＴ（情報通信技術）の中で、貴社で現在利用しているものについて、次の中から該当するすべ

ての番号に○をご記入ください。 

 1．自社技術・製品・商品のＰＲ   2．受発注業務（電子商取引）    3．人材の募集  

 4．電子メールによる情報交換    5．経済・業界・海外情報等の入手  6．技術・製品情報の入手 

 7．ＩＰ電話の活用         8．その他（                     ） 
 

問３．ＩＣＴ（情報通信技術）の中で、貴社で今後利用する予定があるものについて、次の中から該当す

るすべての番号に○をご記入ください。 

 1．自社技術・製品・商品のＰＲ   2．受発注業務（電子商取引）    3．人材の募集  

 4．電子メールによる情報交換    5．経済・業界・海外情報等の入手  6．技術・製品情報の入手 

 7．ＩＰ電話の活用         8．その他（                     ） 
 

問４．貴社の受注のためのインターネット活用状況について、次の中から該当するすべての番号に○を 

ご記入ください。 （ＨＰ：ホームページ） 
1．自社のＨＰで常時受注を受け付けている 

2．インターネットのショッピングモールに出店している  

3．インターネット上の受発注ネットワークに登録している   

4．インターネットオークションを利用している 

5．製品や業務紹介を自社のＨＰ上で行っている  

6．インターネットを活用した受注について準備中である  

7．インターネットを活用した受注への取り組みを行う予定はない  

8．受注業務はない 

 

問５．貴社の発注（調達）のためのインターネット活用状況について、次の中から該当するすべての番号

に○をご記入ください。 （ＨＰ：ホームページ） 
1．新たな発注先を探すため積極的にＨＰを検索している   

2．不特定の取引先にインターネットを活用して発注している  

3．インターネット上の受発注ネットワークに登録している   

4．インターネットオークションを利用している  

5．インターネットを活用した発注について準備中である  

6．インターネットを活用した発注への取り組みを行う予定はない  

7．発注業務はない 

 

問６．貴社の年間売上高における電子商取引（インターネットでの受発注）での売上の割合をお教えくだ

さい。（該当するもの一つだけに○を付けてください） 

1．電子商取引を行っているが、売り上げ実績がなかった   2．年間売上高の 5%未満   

3．年間売上高の 5%以上～10%未満                        4．年間売上高の 10%以上～20％未満   

5．年間売上高の 20％以上 

 

問７．貴社におけるホームページの開設状況をお教えください。（１つだけ○） 

1．ホームページを開設している   

2．開設に向け準備中である   

3．開設していない       問８へ 
                            

問８．ホームページを開設していない理由をお教えください。（いくつでも） 

 1．ICT の知識（使える人材）がないので踏み込めない  2．コストをかけられない  
3．ホームページ開設の必要がない           4．ICT の活用効果（期待）が見込めない  
5．関心はあるが、余力がない             6．その他（               ） 

 

 次頁もご記入ください。

次頁へ 
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Ⅲ．貴社の社会貢献活動のうち、主に企業・事業所が所在する地域等における地域福祉への貢献

活動に関しておたずねします。 

地域福祉活動の例 

宅配の際の独居高齢者の安否確認／障害者の福祉作業所が製作した商品の社内販売／ 

児童養護施設に入所する子ども達のイベント等への招待 など   

※企業・事業所としてだけでなく、商工会議所やグループなど団体の一員として、又は、従業員が個人でなく 

事業所の代表という立場で行った場合を含みます。            

 
問９．昨年度～現在（21 年 4 月 1 日～22 年 6 月 30 日）までに、高齢者や障害者をはじめとした地域で生

活する住民の地域福祉向上を目的とした活動（以下「地域福祉活動」）を行いましたか。 

（該当するもの一つだけに○を付けてください） 

1．行っている（行った）→ 問１０へ（問１５除く）   2．行っていない → 問１５へ 
 

問１０．主に行っている地域福祉活動はどのような分野ですか。（３つまで○） 

1．高齢者福祉    2．児童・母子福祉  3．障害者福祉    4．健康づくり    5．街づくりの推進  

6．災害救援・災害防止 7．人権擁護    8．子どもの健全育成 9．市民活動の支援  10．その他 
 

問１１．どのような内容の活動を行っていますか。（いくつでも） 

1．人材・労力の提供     2．資金助成        3．金品の寄付     

4．機材・資材等の提供    5．製品・物品の提供    6．会議室等の活動場所の提供   

7．情報の提供        8．事業所独自の自主事業   9．その他（             ） 
 

問１２．地域福祉活動を行うことについて、どのように評価されていますか。（いくつでも） 

1．企業（事業所）と地域との結びつきが強まった     2．職場の活性化につながった 

3．企業（事業所）の信用やイメージアップにつながった  4．企業（事業所）の業績アップに結びついた 

5．その他（                        ） 
 

問１３．地域福祉活動を行うにあたって、かかわりのある団体はありますか。（いくつでも） 

1．民生委員やふれあいのまちづくり協議会など地域住民団体  

2．ＮＰＯやボランティア団体など市民活動団体 

3．社会福祉協議会や行政機関 

4．その他（               ） 

5．特に係わりのある団体はない 
 

問１４．神戸市では今後、地域と協働した先進的な地域福祉活動について、市民福祉総合計画等で紹介（計

画書冊子や神戸市のホームページへの掲載等）していきたいと考えていますが、その際はご協力いただけ

ますか。（１つだけ○） 
1．協力できる    2．協力できない 

 

問１５．地域福祉活動を行っていない理由は何ですか。（２つまで○） 

1．社内の機運や関心がまだ高まっていない  2．人的余裕がない    3．資金的余裕がない 

4．社内の取組方針が定まっていない     5．情報不足のためどのような取組をすべきかわからない 

6．企業活動に支障をきたすおそれがある   7．その他（                         ） 
 

問１６．社員・従業員がボランティア活動等に参加するにあたっての支援制度がありますか。（いくつでも） 

1．ボランティア休職（休暇）制度       2．ボランティア活動情報の提供  

3．ボランティア体験・活動プログラムの実施  4．ボランティア活動に関する講座の開催 

5．社内のボランティアサークルに対する支援  6．その他（                 ） 

7．特にない 
 

問１７．地域福祉活動を行うための環境づくりに関して、行政へ要望はありますか。（２つまで○） 

1．地域福祉活動を行っている団体に関する情報を積極的に提供してほしい 

2．地域福祉活動を行っている団体との情報・意見交換の場を提供してほしい 

3．地域福祉活動を行っている団体とのコーディネートをしてほしい 

4．その他（                  ）  

5．特にない・わからない                          裏面もご記入ください。
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Ⅳ．事業計画についておたずねします。 

問１８．貴社で直面されている当面の経営上の問題点について、次の中から該当するものを 

２つまで選び回答欄に番号でご記入ください。 

 1．内需の不振 2．輸出の不振   3．為替相場の水準・変動  4．原材料高     5．燃料費高騰 

 6．人件費高騰 7．金利負担増大  8．製品・商品価格安   9．売掛期間長期化 10．求人難 

 11．人材の育成 12．従業者の高齢化 13．資金借入難    14．用地の確保難  15．競争激化 

 16．その他（                    ） 

選択

番号 

  

 

問１９．今後の事業計画についておたずねします。（該当するものに○を付けてください） 

 1．貴社の本社・支社・生産・物流・研究拠点等の事業拠点に関して、拡張・増設（移転含む）をご検討され

ていますか。（１つだけ○） 

1) 検討している       2) 検討していない → 問 19‐3.へ 
   ↓ 

 2．ご検討されている場合は、どの事業拠点、またどの地域について拡張・増設（移転含む）をお考えですか。 

〔移転の場合は移転先についてご回答ください〕（いくつでも○） 

 ＜事業拠点＞ 1) 本社・支社  2) 工場・生産拠点  3) 倉庫・物流拠点  4) 研究拠点  5) 店舗 

 ＜地 域＞  1) 神戸市内   2) 兵庫県内     3) その他 

 3.神戸市の産業団地や各種優遇制度の情報提供を希望されますか？（１つだけ○） 

   1) 希望する    2) 希望しない 
 
 

◆貴社の業種、資本金について、該当するものを１つずつお選び下さい。 

業種（主なものを１つ選んで番号に○を付けてください。〔 〕内の業種を扱っている場

合は○印を付けてください） 
資本金 

（
製
造
業
） 

1)食料品･飲料･たばこ･飼料〔うち、洋菓子(  ) 清酒(  )〕 2) 繊維･衣服 

3) 出版・印刷 4) ゴム・皮革製品〔うち、ケミカルシューズ(  )〕 

5) 化学、石油･石炭製品、窯業・土石製品  6) 鉄鋼・金属製品・非鉄金属 

7)一般機械 8)電気機械、情報通信機械、精密機械 9)輸送用機械 

10) その他製造業(                  )    

1. 500 万円未満 

2. 500 万～1,000 万円未満 

3. 1,000 万～3,000 万円未満 

4. 3,000 万～5,000 万円未満 

5. 5,000 万～1億円未満 

6. 1 億～3億円未満 

7．3億～10 億円未満 

8. 10 億円以上 

（
非
製
造
業
）

11)建設  12)電気･ガス･熱供給･水道業  13)情報通信業  14)運輸業   

15)卸売  16)小売  17)金融・保険業  18)不動産業  19)飲食店･宿泊業   

20)医療･福祉  21)教育･学習支援業  22)サービス業(他に分類されないもの) 

23)その他非製造業(                        ) 

 

◆貴社の概要およびご記入者名をお書き下さい。 

企業名 
 

 
記入者名 

（所属・役職）

連絡先 

（所属         役職       ）

（     ）      － 
代表者名 

 

 

主な 

事業内容 

 

 

 

貴社全体の 

従業者数（常用・

日雇・ﾊﾟｰﾄ含む）

1. 1～4 人   2. 5～19 人   3. 20～49 人 

4. 50～99 人 5. 100～299 人 6. 300～499 人 

7. 500～1,000 人  8. 1,000 人以上 

 

ご協力ありがとうございました。 

 


